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自治体
開始時期

活用した国の事業
（法テラスが把握し
ているものに限る）

対象となる会議 支払先

札幌市
令和４年12月

ー 地域包括支援センターの地域ケア会議 弁護士

青森市
令和４年12月

包括的支援事業 地域包括支援センターの地域ケア会議 弁護士

青森県社会福祉協議会
令和５年４月

生活困窮者自立
支援制度・重層
的支援体制整備
事業

生活困窮者自立相談支援窓口の支援調整
会議等

弁護士

八戸市
令和５年４月

ー 地域包括支援センターの地域ケア会議 弁護士

福島県
令和６年４月

ー
福島県女性のための相談支援センターの
ケース会議

弁護士

甲府市
令和６年４月

ー 地域包括支援センター等のケース会議 弁護士

安堵町、三宅町、下市
町、葛城市（奈良県）
令和６年４月

重層的支援体制
整備事業（下市
町）

健康福祉課や地域包括支援センターが主
催するケース会議
（下市町は、重層的支援会議等も対象）

弁護士

広島市
令和８年２月

重層的支援体制
整備事業

重層的支援会議及び支援会議 弁護士

瑞穂市社会福祉協議会
（岐阜県）
令和８年３月

ー
支援調整会議以外の個別のケース会議
（支援調整会議には、常勤弁護士を派
遣）

弁護士

四国中央市社会福祉協
議会（愛媛県）
令和８年４月

家計改善支援事
業

社会福祉協議会が主催する支援会議 弁護士

１ 予算化されたモデル事業（司法ソーシャルワーク）

■ ケース会議弁護士派遣モデル事業等を利用し予算化に至った自治体等

ケース会議弁護士派遣モデル事業（旧：ケース会議援助プログラム）を利用した自
治体や社会福祉協議会のうち弁護士の派遣費用（謝金）の予算化に至ったのは、以下
の13団体である。
なお、予算化された費用は、派遣される弁護士の報酬のみであり、法テラスが引き

続き事務機能を担っている場合であっても、事務機能への手当てはなされていない。

静岡県社会福祉協議会
令和６年４月

生活困窮者自立
支援制度

支援調整会議、支援会議、自立相談支援
機関が行うケースについての会議など。

法テラス
（謝金）

以上の自治体等のほかに、モデル事業を経ずにケース会議への弁護士派遣について予
算化に至った団体として、静岡県社会福祉協議会がある。
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２ 事業化された活動の受け皿

総合法律支援法第30条第２項
支援センターは、前項の業務のほか、これらの業務の遂行に支障のない範囲内で、第

三十四条第一項に規定する業務方法書で定めるところにより、国、地方公共団体、公益
社団法人若しくは公益財団法人その他の営利を目的としない法人又は国際機関の委託を
受けて、被害者等の援助その他に関し、次の業務を行うことができる。

一 その委託に係る法律事務を契約弁護士等に取り扱わせること。

二 前号の業務に附帯する業務を行うこと。

■ 受託業務（いわゆる２項業務）

法テラスは、本来業務（総合法律支援法第30条第1項の業務）のほかに、関係機関

から委託を受けた法的支援を実施することができる（同法第30条第2項）。

（参考）受託業務の内容に係る規定例：独立行政法人国際協力機構法第13条第３項

機構は、前二項の業務のほか、外務大臣が適当と認める場合には、本邦又は外国において政府等若し
くは国際機関又は法人その他の団体の委託を受けて、前二項の業務の遂行に支障のない範囲内で、開発
途上地域の経済及び社会の開発若しくは復興又は経済の安定に寄与する業務を行うことができる。

■ 受託業務を受けるための主な要件

○ 受託業務の内容に関する要件：「法律事務を契約弁護士等に取り扱わせること」

⇒ 受託業務の内容が「法律事務を契約弁護士等に取り扱わせる」ものである必要

がある。（※参考）

過去にこの要件を満たさずに受託に至らなかったケースがある。

○ 受託業務を受けるための手続に関する要件：「業務方法書で定めるところにより」

⇒ 受託業務の内容等について業務方法書に定める必要がある。

なお、業務方法書の変更には、最高裁判所及び評価委員会の意見聴取を行った

上で、法務大臣の認可が必要となる（総合法律支援法第34条）
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２ 事業化された活動の受け皿

委託者 公益財団法人中国残留孤児援護基金

委託業務
公益財団法人中国残留孤児援護基金委託援助業務（業務方法書第 83条の２）

（令和２年３月末で受託を終了）

業務内容

日本に永住帰国し、身元が判明している中国及びサハリン残留邦人が戸籍に関する裁

判手続（戸籍に関する家裁への審判申立等就籍許可、失踪宣告取消、戦時死亡宣告取

消、戸籍訂正等）をとる場合に、弁護士による法的援助を提供し、弁護士報酬及び費

用の援助を行う。 なお、弁護士報酬及び費用は、民事扶助のような立替・償還の制

度をとっておらず給付のみである。 

※ 日弁連委託援助業務以外の受託業務（現在は終了）

３

（法テラス白書令和６年度版より引用）



■ 事業種別申込受理件数の推移

（法テラス白書令和６年度版より引用）

■ 援助費用の推移

事業費 一般管理費 合計

令和２年度
728,927,335
（89.7％）

83,480,459
（10.3％）

812,407,794

令和３年度
732,016,683
（90.6％）

76,025,365
（9.4％）

808,042,048

令和４年度
778,916,442
（91.2％）

75,278,118
（8.8％）

854,194,560

令和５年度
826,433,728
（90.3％）

88,287,507
（9.7％）

914,721,235

令和６年度
878,259,464
（90.2％）

95,491,507
（9.8％）

973,750,971

（単位：円）

（注）括弧書きは、当該年度の合計額に占める事業費又は一般管理費の割合である。
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２ 事業化された活動の受け皿



実施期間 対象地方事務所・支部

Ⅰ期 H28.4.1～R4.3.31 ３ 福岡、青森、釧路

Ⅱ期 R3.4.1～R4.12.31 ７
山梨、岐阜、広島、長崎、岩手、札幌、
愛媛

Ⅲ期 R5.1.1～R6.3.31 32

東京、多摩、神奈川、川崎、小田原、
茨城、群馬、山梨、長野、新潟、大阪、
京都、兵庫、阪神、奈良、和歌山、
岐阜、石川、富山、広島、山口、岡山、
長崎、沖縄、宮城、福島、岩手、秋田、
札幌、徳島、高知、愛媛

Ⅳ期 R6.4.1～R8.3.31 12
神奈川、山梨、京都、奈良、和歌山、
岐阜、石川、富山、広島、沖縄、岩手、
愛媛

Ⅴ期
R8.4.1～R10.3.31

（Ⅳ期参加事務所はR9.3.31ま
で）

10
栃木、新潟、山梨、三河、京都、奈良、
広島、愛媛、鹿児島、沖縄

令和７年度実績（284件）の内訳

高齢者担当課・地域包括支援センター 97件

県・市社会福祉協議会 54件

生活困窮者支援担当課・自立相談支援機関 14件

生活保護担当課・福祉事務所 ０件

障がい者担当課・基幹相談支援センター ９件

介護サービス事業者 16件

障がい者施設・相談支援事業者等 32件

その他（病院、保健所、保護観察所等） 62件

参考：ケース会議弁護士派遣モデル事業等の実施状況
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